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令和元年度指定情報処理機関及び指定保障措置検査等実施機関 

に対する立入検査結果について 

 

令和２年４月２２日 

原 子 力 規 制 庁 

 

原子力規制庁は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年

法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）に基づく指定情報処理機関及び指定

保障措置検査等実施機関である公益財団法人核物質管理センター（以下「ＮＭＣＣ1」とい

う。）において、平成２７年から平成２８年にかけて情報セキュリティ対応の不備（情報

流出の発生及び当該事象について原子力規制委員会に対する報告を怠ったことなど）があ

ったことから、「核原料物資、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく指定情

報処理機関及び指定保障措置検査等実施機関に対する立入検査実施要領」（平成２９年３

月１日 原子力規制委員会）に基づき、平成２８年度から毎年、ＮＭＣＣに対して原子炉

等規制法の規定2に基づく立入検査を実施している。 

令和元年度に実施した同立入検査の結果及びその後の状況は以下のとおり。 

 

１． ＮＭＣＣに対する立入検査実施状況 

事業所名 実施日 

本部（東京都台東区） 令和２年２月１２日 

六ヶ所保障措置センター 令和２年２月１４日 

東海保障措置センター 令和２年２月２０日 

※ 立入検査時に対応状況が確認できなかったものについては、追加的に資料の提出

を求め確認した。 

 

２． 主な検査内容 

                                  
1 Ｎｕｃｌｅａｒ Ｍａｔｅｒｉａｌ Ｃｏｎｔｒｏｌ Ｃｅｎｔｅｒ 
2 指定情報処理機関に対しては原子炉等規制法第61条の23 第1 項の規定、指定保障措置検査等実施機

関に対しては同法第61 条の 23 の 20 の準用規定 

資料５ 
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（１） 情報セキュリティ関係 

① 情報セキュリティの強化のために導入した新基盤情報システムの運用状況 

② 情報セキュリティ対策を自律的に維持・改善するための体制の整備状況 

③ 情報関連規程類の改善状況 

（２） 一般事項 

① 品質保証活動の実施状況 

 

３．立入検査結果及びその後のフォローアップ 

（１）情報セキュリティ関係 

令和元年度における情報流出等の情報セキュリティ対応の不備は認められなかっ

た。また、昨年度までの指摘事項はいずれも改善されていることに加え、以下の通り、

ＮＭＣＣの情報セキュリティ対策が大幅に改善されたこと、今後の継続的改善の方向

性が適切であることを確認した。 

・令和元年７月に新基盤情報システムの本格運用を開始し、運用開始後の不具合や

トラブル等への対応を問題なく行った。 

・従来から実施してきた情報セキュリティに関する内部監査に加え、令和元年度か

らは外部監査も開始するなど、情報セキュリティ対策を自律的に維持・改善でき

る仕組みを構築しつつある。 

・情報セキュリティポリシー、情報管理規程、情報管理要領の改訂により、原子力

規制委員会情報セキュリティポリシーへの準拠等を進めている。 

その他個別に確認した事項の中に指摘すべき点は認められなかったが、外部監査に

おいて指摘された ISMS マニュアルの運用に関する対応方針の検討、支給外情報端末

の取り扱いに関する情報セキュリティ関係規程の改訂等について対応するようＮＭ

ＣＣに指導した。 

（２）品質保証活動の実施状況 

品質保証の関係規程類に基づき適切に業務をマネジメントするシステムが構築さ

れていること、また、ＮＭＣＣとしての統一的な品質保証マニュアルの体系の整備や

改訂を実施していくこと等、今後の継続的改善の方向性が適切であることを確認した。

その他個別に確認した事項の中に指摘すべき点は認められなかったが、長期間改訂し

ていない品質保証関連文書は計画的に改訂するようＮＭＣＣに指導した。 
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４．今後の対応 

 平成２８年度から毎年１回、情報セキュリティ対策を主なテーマに原子炉等規制法の規

定に基づく立入検査を行ってきたが、情報セキュリティ対策に相当の進展が見られたこと

から、今後は以下のとおり対応する。 

（１）情報セキュリティ対策については、ＮＭＣＣから定期的にその対応状況について報

告を受け、継続的に指導を行う。 

（２）ＮＭＣＣにおける指定業務のマネジメントについては、ＮＭＣＣの内部監査や定期

マネジメントレビューの結果も毎年確認しつつ、情報セキュリティ対策以外も含め業

務の実施体制に関するテーマを選択し、今後は２年に１回程度を目安に原子炉等規制

法の規定3に基づく立入検査を実施していく。 

 
以上 

                                  
3 指定情報処理機関に対しては原子炉等規制法第61条の23 第1 項の規定、指定保障措置検査等実施機

関に対しては同法第61 条の 23 の 20 の準用規定 


